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（論文審査の要旨） 
学位申請論文「Evaluation of prevalence and characteristics of ponticulus posticus among 
Japanese adults: A comparative study between CBCT imaging and lateral cephalogram」
について、上記の主査１名、副査２名が個別に審査を行った。 
 第１頸椎の椎骨動脈溝を覆うように形成される骨性ブリッジである ponticulus posticus 
(PP) の日本人成人発生率とその特性に関する CBCT を用いた評価、ならびに側方セファログラ
ムを用いた PP の診断精度の評価を行った。その結果、CBCT で 204 症例中 30 症例に PP を認め
たが、性別、年齢による有意差は認められなかった。左右差では左側の方に有意な発現を認め
た。側方セファログラムにより PP 陽性と正確に診断できたのは 17 症例であり、その正診率は
0.89、感度は 0.56、特異度は 0.95 であった。本結果から、成人日本人には PP の発現する頻
度が高く、また、側方セファログラムでは検出できない症例があることが明らかとなった。 
 
本論文の審査において、副査の槇委員および高見委員から多くの質問があり、その一部と
それらに対する回答を以下に示す。 
 
槇委員の質問とそれらに対する回答： 
１．  Ponticuoous Posticus の臨床的な症状について述べよ。  
（PP 患者のほとんどは無症状であった。  PP が緊張型頭痛、神経感覚性難聴、めまい、肩・
腕・首の痛み、椎骨動脈圧迫、椎骨脳底板不全、または椎骨動脈解離を引き起こす可能性があ
るとの報告がある。） 
２．この部分の石灰化はどのように生じるのか。  
（PP が生じる理由ははっきりとわかっていない。 PP は先天的、遺伝的形質、老化または外
部の機械的要因による骨化の結果、生じた可能性がある。また、後縦靭帯における骨形成タン
パク質-2（BMP-2）誘導による軟骨および骨形成、ならびに TGF-β 刺激による骨形成の可能
性があるとの報告がある。）  
 
（主査が記載） 
３．画像の閾値（Threshould）をどこに置いて撮影したか。  
（CBCT 画像は OnDemand ソフトを用いて分析した。本研究では、症例ごとに表面の Density
を調整して、頸椎の輪郭全体が明瞭に確認できるように調整してから評価を行った。そのため、
石灰化の低い部分については、誤差を含んだ画像として表示されている可能性があり、その点
が本研究の限界と考える。）  
 
高見委員からの質問とそれらに対する回答： 
１．本研究結果と過去の報告での発現率の相違について述べよ。 
（一般に黒人での発生率が高いことから、人種間での発現率の相違が考えられる。また、部分
的は PP 形態バリエーションによるこれまでの評価者との見解の相違によると考える。）  
２．本研究に CBCT と側方セファログラムを使用した根拠は何か。  
（両者は歯科医療で最も一般的に使用される画像診断法である。CBCT による PP 発現頻度と
その形態特性を評価した上で側方セファログラムでの PP 診断の評価をした。）  
３．PP の発現は加齢に依存するのか。  
（PP 発生の原因については不明である。我々の結果では、性差や年齢による発生頻度の有意
差は認められなかった、したがって、これまで述べられているように、年齢ではなく、先天的
なあるいは遺伝的なものであろうと考える。） 
４．本研究から推断されることは何か。 
（これまでの研究は CT と単純 X 線像を使用してきた。CBCT は低放射線量、照射時間で良
質な画像を得ることが出来る。PP 発現に関する CBCT による研究はこれまでほとんどない。
1979 年に従来法で発表された Miki らの報告に比べ、本研究ではより高頻度に PP を認めるこ
とが出来た。このことは、CBCT による PP の診断にこれから非常に有効であることを示す。） 
 
中村委員からの質問とそれらに対する回答： 
１．生体内で同様な石灰化を生じる部分はあるのか。  
（後縦靱帯骨化症（OPLL）、黄色靱帯の骨化やびまん性特発性骨格肥大症（DISH）がある。） 
２．症例数は十分か。 
（装置の導入が 2014 年 3 月からであり、現在までの症例数を確認したが、上記の条件で分析
追加できる症例数はこの数となった。今後、症例数を増やした解析を行いたいと考える。  
主査の中村委員は、両副査の質問に対する回答の妥当性を確認するとともに、本論文の主張を
さらに確認する為に上記の質問をしたところ、明解かつ適切な回答が得られた。 
 
以上の審査結果から、本論文を博士（歯学）の学位授与に値するものと判断した。 
（主査が記載） 
